平成２７年１月１９日
中部経済産業局環境・リサイクル課
公益財団法人国際環境技術移転センター
環境ビジネス　技術研究会及び販路開拓研究会（国内・海外）

開催について
《開催趣旨》
中部経済産業局では、これまでに環境ビジネスに取り組む企業の現況の把握とともに、国内外におけるビジネス拡大を総合的に支援する「中部 環境ビジネス創出プログラム」の策定をいたしました。
　昨年度、公益財団法人国際環境技術移転センターと共に、中小企業等産業公害防止対策調査｢中部地域における産業公害防止技術等拡大策のモデル実証調査｣を実施し、同調査のアンケート調査結果から、国内外のビジネス展開において他者との連携・協力を考えている企業が半数を超え、連携・協力の内容としては、技術あるいは販路に係る連携を求めているとの結果が約４割となっております。
　この結果を受け、中部経済産業局では平成２６年３月に環境ビジネスに係る｢技術研究会｣及び｢販路開拓研究会｣を設置しております。
　つきましては、平成２６年度第２回本研究会を開催いたしますので、参画希望の方は参画申込書を２月２３日（月）までに公益財団法人国際環境技術移転センターまでご提出下さい。
　
《参画要件》
○環境ビジネスを実施している企業及び環境ビジネスに取り組もうと考えている企業
《参加費》
○２６年度の研究会については無料で実施。２７年度以降は、有料の場合もあり。
《技術研究会および販路開拓研究会》
日時：平成２７年２月２６日（木）１３：３０～１６：３０
場所：ＪＩＣＡ中部　セミナールーム
住所：名古屋市中村区平池町４丁目６０－７
　　　※近隣に駐車場がございませんので公共交通機関にてお越し下さい。
参加者：６０名
プログラム：

１３：３０～１４：３０
　『太平洋セメント（株）の環境事業・現状と将来について』
　　説明者：太平洋セメント株式会社

環境事業部アクア事業グループ　マネージャー　阿部　信彦　氏

　※太平洋セメント（株）が提携したいと考える企業や技術なども御説明いたします。
１４：３０～１５：１５
　『平成26年度中小企業等産業公害防止対策調査結果報告
～金属回収・資源化の可能性について～

～海外への事業展開の可能性とインドネシアへの展開について～』
　報告者：公益財団法人国際環境技術移転センター

１５：１５～１５：３０　休憩
１５：３０～１６：００
　『新興国市場開拓事業の活用事例』

1 フジクリーン工業株式会社　（ベトナム　ハノイ）

2 株式会社大栄製作所　　　　（ベトナム　ハイフォン）

※経済産業省委託事業により実施しました実証ＰＲ事業の取り組みについて御説明いたします。
１６：００～１６：３０
　『平成２７年度　支援策について』

　日本貿易振興機構名古屋貿易情報センター（ジェトロ名古屋）
　国際協力機構中部国際センター　　　　　（ＪＩＣＡ中部）
　中部経済産業局環境・リサイクル課　
------------------------------------------------------------------------------　　　　　　　　　

｢技術研究会｣及び｢販路開拓研究会｣参画申込書

参画申込書送付先：下記までＦＡＸにてお送り下さい。
申込み〆切り：２月２３日（月）１７：００
公益財団法人国際環境技術移転センター　　　担当：増田、杉山　宛　
ＴＥＬ（０５９－３２９－３５００）、ＦＡＸ（０５９－３２９－８１１５）
　　　　　　　　　　

貴社名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
所在地　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
業種　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
参加者部署・役職（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
参加者名　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
電話　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
メールアドレス　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

参画申込みをされていない方は下記に○を記載下さい。
◆技術研究会・販路開拓研究会に参画します　　
（　　）※参画希望の場合は○印を記載下さい。
◆２月２６日開催の技術研究会・販路開拓研究会に出席します　　　
（　　）※御出席の場合は○印を記載下さい。

※研究会当日は、参画者名簿を配布予定です。
--------------------------------――――――-------------------------

■ご記入いただきました個人情報につきましては、中部経済産業局及び新産業集積創出基盤構築支援事業委託者（公益財団法人国際環境技術移転センター）にて適正に管理を行い、技術研究会・販路開拓研究会運営に係る以外の目的では使用いたしません。
